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回次
第87期

第２四半期
連結累計期間

第88期
第２四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （百万円） 383,515 443,878 797,019

経常利益 （百万円） 33,210 35,228 63,964

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 23,360 24,337 44,097

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 38,076 87,530 105,061

純資産額 （百万円） 770,280 920,892 837,264

総資産額 （百万円） 1,058,627 1,242,398 1,156,941

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 19,485 20,300 36,782

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 71.1 72.4 70.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 44,295 28,130 81,132

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △23,253 △20,555 △40,414

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,703 △5,286 △5,776

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 230,583 285,100 264,639

回次
第87期

第２四半期
連結会計期間

第88期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

自2022年７月１日
至2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 9,826 9,195

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

            ておりません。

　　　　２. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症による事業及び業績への影響については、今後の状況を注視してまいります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態及び経営成績の状況

（a）財政状態に関する分析

　当第２四半期連結会計期間末の資産の残高は、棚卸資産の増加等により、前連結会計年度末に比べ85,457百万

円増加の1,242,398百万円となりました。

　負債の残高は、賞与引当金の増加等により、前連結会計年度末に比べ1,829百万円増加の321,506百万円となり

ました。

　純資産の残高は、為替換算調整勘定の増加等により、前連結会計年度末に比べ83,627百万円増加の920,892百万

円となりました。

（b）経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間における日本経済は、新型コロナウイルス感染症の厳しい行動制限が解除され、経

済社会活動の正常化が進みつつあります。一方で、円安の加速や資源価格の上昇に伴い、エネルギーや幅広い品

目での価格上昇が続いています。世界経済においては、中国のゼロコロナ政策による中国及び世界経済への影

響、ウクライナ情勢の長期化によるエネルギー問題やサプライチェーンへの影響など様々な要因があり、引き続

き先行きが不透明な状況となっております。

　このような環境のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間における売上高は前年同四半期比15.7％増

の443,878百万円、営業利益は前年同四半期比2.5％減の31,919百万円、経常利益は前年同四半期比6.1％増の

35,228百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期比4.2％増の24,337百万円となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（ファスニング）

　当第２四半期連結累計期間のファスニング事業を取り巻く事業環境は、世界的な物価高騰及び各国の金融引き締

めにより、景気の先行き不透明感が高まり、欧米を中心としたアパレル小売市場は回復の勢いが減退しました。各

国でのインフレ加速、エネルギー不足、中国でのゼロコロナ政策の継続などにより、景気の先行き不透明感が高ま

っております。

　このような事業環境のもと、中国では都市封鎖の影響を受けて売上が落ち込んだものの、Ｅｕｒｏｐｅ地域での

鞄分野向け販売、ＡＳＥＡＮ地域でのスポーツ分野向け販売などが好調に推移し、売上高（セグメント間の内部売

上を含む）は前年同四半期比19.6％増の202,145百万円となりました。営業利益は、原材料価格高騰や輸送運賃の

上昇などの減益要因があったものの、販売ボリュームの増加や継続的な販管費抑制の取組み、急速に進んだ円安に

よる増益影響などにより、前年同四半期比27.7％増の28,897百万円となりました。

（ＡＰ）

　当第２四半期連結累計期間のＡＰ事業を取り巻く事業環境は、日本国内においては、資材価格の高騰や住宅設備

の納期遅延が継続する中、新設住宅着工戸数は前年を下回りました。海外においては、北米では市場が好調に推

移、中国では不動産規制の緩和が進んだものの市場は落ち込んでおります。アジアでは、インドネシアでコロナ禍

からの回復傾向にある一方、台湾、シンガポールで新型コロナウイルス感染症の影響による物件現場進捗の遅れが

継続しております。

　このような事業環境のもと、日本国内においては、樹脂窓、アルミ樹脂複合窓等の販売が好調に推移しました。

また、７月には、業界トップクラスの耐積雪、耐風性能を持つ高意匠のスチール折板屋根カーポート「ジーポート 

Ｐｒｏ」シリーズを発売しました。９月には、西日本エリアにおけるエクステリア施工技能者の育成や施工品質の

向上を推進するため、エクステリア施工技術研修所「ＤＯ ＳＰＡＣＥ 四国」を開設しました。海外においては、

北米やインドネシアで販売が好調に推移し、中国でも、市場が悪化している中、販売が前年を上回りました。

　この結果、売上高（セグメント間の内部売上を含む）は前年同四半期比12.4％増の239,353百万円、営業利益

は、販売ボリュームの増加や価格改定、製造コストダウンがあったものの、資材価格高騰影響を吸収できず、前年

同四半期比55.2％減の4,650百万円となりました。
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（その他）

　その他事業につきましては、不動産、アルミ製錬事業等を行っております。

　当第２四半期連結累計期間におけるその他事業の売上高（セグメント間の内部売上を含む）は前年同四半期比

35.8％増の16,506百万円、営業損失は700百万円（前年同四半期は営業利益571百万円）となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ20,460百万円増加し、

285,100百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであ

ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって得られたキャッシュ・フローは28,130百万円であり、前年同四半期比で16,164百万円の減少と

なりました。これは主に、棚卸資産の増減額の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によって使用されたキャッシュ・フローは20,555百万円であり、前年同四半期比で2,697百万円の減少

となりました。これは主に、定期預金の預入による支出が減少したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によって使用されたキャッシュ・フローは5,286百万円であり、前年同四半期比で582百万円の増加とな

りました。これは主に、配当金の支払額が増加したことによるものです。

（3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

（5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は11,621百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動の状況に重要

な変更はありません。

（6）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第２四半期連結累計期間において、新たに経営成績に影響を与える事象は発生しておりません。

（7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第２四半期連結累計期間において、重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,260,000

計 4,260,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,199,240.05 1,199,240.05
非上場

非登録

単元株制度を採用

しておりません。

計 1,199,240.05 1,199,240.05 － －

②【発行済株式】

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年７月１日～

2022年９月30日
－ 1,199,240.05 － 11,992 － 35,261

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

ＹＫＫ恒友会（従業員持株会） 東京都千代田区神田和泉町１ 267,339.00 22.30

㈲吉田興産 富山県黒部市前沢3514－１ 168,565.30 14.06

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 59,448.00 4.96

吉田忠裕 神奈川県藤沢市 55,941.85 4.67

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り１－２－26 36,291.00 3.03

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 32,000.00 2.67

吉田政裕 東京都渋谷区 30,136.90 2.51

吉川美知子 大阪府豊中市 20,107.90 1.68

吉田直人 東京都台東区 19,930.50 1.66

田中ゆかり 東京都新宿区 16,724.10 1.40

計 － 706,484.55 58.93

(5)【大株主の状況】
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2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ －普通株式

392.10

完全議決権株式（その他）
普通株式

1,195,956 －
1,195,956

端株
普通株式

－ －
2,891.95

発行済株式総数 1,199,240.05 － －

総株主の議決権 － 1,195,956 －

(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

ＹＫＫ㈱
東京都千代田区

神田和泉町１番地
392.10 － 392.10 0.0

計 － 392.10 － 392.10 0.0

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 266,275 287,035

受取手形、売掛金及び契約資産 196,130 204,801

有価証券 4,218 4,273

棚卸資産 ※２ 165,982 ※２ 199,045

その他 35,600 40,487

貸倒引当金 △2,506 △2,543

流動資産合計 665,701 733,099

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 467,459 491,683

減価償却累計額 △314,735 △334,049

建物及び構築物（純額） 152,724 157,634

機械装置及び運搬具 681,971 735,077

減価償却累計額 △546,286 △592,019

機械装置及び運搬具（純額） 135,685 143,058

土地 64,833 66,106

建設仮勘定 14,765 13,298

その他 124,268 138,776

減価償却累計額 △95,035 △103,422

その他（純額） 29,232 35,353

有形固定資産合計 397,242 415,451

無形固定資産 26,453 27,178

投資その他の資産

投資有価証券 35,933 33,043

繰延税金資産 15,132 16,757

その他 17,452 17,847

貸倒引当金 △974 △979

投資その他の資産合計 67,544 66,669

固定資産合計 491,239 509,299

資産合計 1,156,941 1,242,398

１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 76,507 76,246

短期借入金 4,677 4,619

１年内返済予定の長期借入金 6 6

１年内償還予定の社債 － 10,000

未払法人税等 6,524 6,359

賞与引当金 18,973 20,765

従業員預り金 36,707 36,681

その他 69,210 64,763

流動負債合計 212,606 219,442

固定負債

社債 10,000 －

長期借入金 2,027 2,207

繰延税金負債 7,318 8,126

退職給付に係る負債 73,003 73,359

役員退職慰労引当金 509 462

その他 14,212 17,907

固定負債合計 107,071 102,063

負債合計 319,677 321,506

純資産の部

株主資本

資本金 11,992 11,992

資本剰余金 35,364 35,376

利益剰余金 761,048 782,269

自己株式 △20 △22

株主資本合計 808,384 829,615

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13,619 11,617

繰延ヘッジ損益 2,872 3,344

為替換算調整勘定 24,086 83,562

退職給付に係る調整累計額 △31,306 △28,948

その他の包括利益累計額合計 9,270 69,576

非支配株主持分 19,608 21,699

純資産合計 837,264 920,892

負債純資産合計 1,156,941 1,242,398
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 383,515 443,878

売上原価 246,515 294,498

売上総利益 136,999 149,380

販売費及び一般管理費 ※ 104,263 ※ 117,460

営業利益 32,736 31,919

営業外収益

受取利息 711 1,372

受取配当金 318 354

保険積立金運用益 170 －

為替差益 370 3,614

雑収入 1,689 1,513

営業外収益合計 3,260 6,854

営業外費用

支払利息 417 413

デリバティブ評価損 1,468 203

保険積立金運用損 － 739

正味貨幣持高に係る損失 － 819

雑損失 899 1,369

営業外費用合計 2,786 3,545

経常利益 33,210 35,228

特別利益

固定資産売却益 108 64

その他 2 19

特別利益合計 110 83

特別損失

固定資産売却損 2 23

固定資産除却損 1,288 460

新型コロナウイルス感染症による損失 65 456

事業構造改革費用 480 －

災害による損失 0 736

その他 332 101

特別損失合計 2,168 1,778

税金等調整前四半期純利益 31,151 33,534

法人税等 7,196 8,211

四半期純利益 23,955 25,322

非支配株主に帰属する四半期純利益 594 985

親会社株主に帰属する四半期純利益 23,360 24,337

(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

四半期純利益 23,955 25,322

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5,057 △2,001

繰延ヘッジ損益 441 472

為替換算調整勘定 7,792 61,364

退職給付に係る調整額 829 2,372

その他の包括利益合計 14,121 62,207

四半期包括利益 38,076 87,530

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 36,964 84,642

非支配株主に係る四半期包括利益 1,111 2,887

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 31,151 33,534

減価償却費 28,623 30,452

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25 △127

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,281 1,954

受取利息及び受取配当金 △1,030 △1,726

支払利息 417 413

正味貨幣持高に係る損失 － 819

保険積立金運用損益（△は益） △170 739

有形固定資産除却損 133 284

有形固定資産売却損益（△は益） △106 △40

売上債権の増減額（△は増加） △4,495 △804

棚卸資産の増減額（△は増加） △8,867 △20,612

仕入債務の増減額（△は減少） 3,786 △1,974

その他 1,742 △6,219

小計 52,492 36,691

利息及び配当金の受取額 1,026 1,807

利息の支払額 △390 △398

法人税等の支払額 △8,833 △9,969

営業活動によるキャッシュ・フロー 44,295 28,130

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,608 △1,176

定期預金の払戻による収入 98 1,279

有形固定資産の取得による支出 △13,686 △18,035

有形固定資産の売却による収入 259 298

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△1,520 －

その他 △2,795 △2,921

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,253 △20,555

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △224 42

長期借入れによる収入 1,003 207

長期借入金の返済による支出 △1,010 △26

配当金の支払額 △2,878 △3,111

その他 △1,594 △2,398

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,703 △5,286

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,866 18,172

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 19,205 20,460

現金及び現金同等物の期首残高 211,378 264,639

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 230,583 ※ 285,100

(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用しております。

　ただし、これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（米国会計基準（ASC）第842号「リース」の適用）

　米国会計基準を適用している在外連結子会社においては、ASC第842号「リース」を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しております。これにより借手のリースは、原則としてすべてのリースについて資産及び負債を認

識しております。適用に当たっては、経過措置として認められている当該会計基準の適用による累積的影響を適

用開始日に認識する方法を採用しております。

　なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下

「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対

応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

（新型コロナウイルス感染症拡大及びウクライナをめぐる国際情勢の変化に伴う会計上の見積りについて）

　当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症

拡大及びウクライナをめぐる国際情勢の変化に伴う経済活動への影響に関する仮定に重要な変更はありません。

（超インフレ経済下における会計処理）

　第１四半期連結会計期間から、IAS第29号「超インフレ経済下における財務報告」に従った調整を実施した上

で、トルコの子会社の財務諸表を連結しております。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年９月30日）

みずほ信託銀行㈱（ＹＫＫ恒友会信託口） 1,200百万円 378百万円

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年９月30日）

商品及び製品 37,129百万円 40,258百万円

原材料及び貯蔵品 64,091 81,894

仕掛品 64,761 76,891

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

※２　棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。
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　前第２四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日

　　至  2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

　　至  2022年９月30日）

貸倒引当金繰入額 10百万円 29百万円

従業員給与手当 36,314 40,634

賞与引当金繰入額 8,198 8,837

退職給付費用 4,839 5,185

役員退職慰労引当金繰入額 29 28

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年９月30日）

現金及び預金勘定 239,609百万円 287,035百万円

有価証券 1,155 4,273

  計 240,765 291,308

預入期間が３ヶ月を超える定期預金他 △10,181 △6,208

現金及び現金同等物 230,583 285,100

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は次のと

　　　　おりであります。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 １株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 2,877 2,400 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 １株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 3,117 2,600 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　配当金支払額

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

　配当金支払額
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(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

ファス
ニング

ＡＰ 計

売上高

外部顧客への売上高 168,742 212,785 381,527 1,987 － 383,515

セグメント間の内部

売上高又は振替高
309 83 392 10,169 △10,562 －

 計 169,051 212,868 381,920 12,156 △10,562 383,515

セグメント利益 22,636 10,391 33,027 571 △862 32,736

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

ファス
ニング

ＡＰ 計

売上高

外部顧客への売上高 200,988 239,266 440,255 3,623 － 443,878

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,157 86 1,243 12,882 △14,126 －

 計 202,145 239,353 441,498 16,506 △14,126 443,878

セグメント利益又は損失(△) 28,897 4,650 33,548 △700 △928 31,919

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１. 「その他」には、不動産、アルミ製錬等の事業活動を含んでおります。

　　　２. セグメント利益の調整額△862百万円には、セグメント間取引消去1,685百万円及び配賦不能営

　　　　 業費用△3,294百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、当社の全社共通部門に係る費

　　　　 用等であります。

　　　３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１. 「その他」には、不動産、アルミ製錬等の事業活動を含んでおります。

２. セグメント利益又は損失の調整額△928百万円には、セグメント間取引消去1,808百万円及び配賦不能

　　営業費用△2,927百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、当社の全社共通部門に係る費用等

　　であります。

３. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年９月30日）

主たる地域

日本 14,007百万円 15,129百万円

Ａｍｅｒｉｃａｓ 21,328 28,173

Ｅｕｒｏｐｅ 25,406 31,119

ＩＳＡＭＥＡ 22,076 28,038

ＡＳＥＡＮ 37,868 51,704

中国 48,055 46,822

 計 168,742 200,988

前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年９月30日）

主たる地域

国内
183,794百万円 197,271百万円

(42,557) (47,868)

海外
28,991 41,994

(3,997) (8,207)

 計
212,785 239,266

(46,554) (56,075)

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(1)ファスニング事業

（注）１. 外部顧客に対する売上高を表示しております。

２. ファスニング事業における売上高は、主として一時点で顧客に移転される財又はサービスから生じる

　　収益であります。

(2)ＡＰ事業

 （注）１. 外部顧客に対する売上高を表示しております。

 ２. （　）内の売上高は、一定の期間にわたり顧客に移転される財又はサービスから生じる収益でありま

　　 す。その内、契約期間が１年を超える長期契約に係る収益の合計は、前第２四半期連結累計期間は

　　 26,613百万円、当第２四半期連結累計期間は34,179百万円であります。

　前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益 19,485円 20,300円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
23,360 24,337

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
23,360 24,337

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,198 1,198

（１株当たり情報）

　　　　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

        2022年11月10日

ＹＫＫ株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山　﨑　隆　浩

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大　屋　誠 三 郎

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小　宮　正　俊

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＹＫＫ株式会社

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年９月30

日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＹＫＫ株式会社及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上


